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ど「環境内部費用j の処理〉や， I社会的会計システム J (社会的視点〉からの環境会計の主
民な諸方法(例えば，生態環境会計・ライフサイクル評価など「物的環境会計」の提案〉につ
いて，その位置づけを行い，さらにはこれらを統合する全体的な「環境会計」→「環境財務会
(1) Cf. WCED (UNEP) , Our Common Future , 1987 ;環境と開発に関する世界委員会〈国連〉訳『地
球の未来を守るために~ (大来佐武郎監訳)，福武書店， 1987参照。













そこで述べられている「技術中心主義J (technocentric) のうち， r豊産主義思考J (corｭ
nucopian) は「個別的存在としての企業」に典型的に強く出ているものであり， また「生態
中心主義J (ecocentric) のうちの「深層生態思考J (deepecology) は「社会的存在としての
企業」における主導原理の典型である。そして，これらの中間に，技術中心主義のうちの「適








豊産主義 適応主義 共有主義 深層主義
グリーン・ラベル 資源開発成長志向 資源保護限界志向 資源予防志向 極端な予防志向
経済のタイプ 反グリーン経済 グリーン経済 深層グリーン経済 強い深層グリーン経 済
自 由 市 場 グリーン市場 安 定 経 済 資源採取規制
経 営 戦 略 経済優先政策 修正した経済成長 ゼロ経済成長 経済・人口の経済成長最大化 ゼロ人口増加 規 模 減 少
倫 理 伝統的倫理則 倫理則の拡大 倫理則のさらなる 生物倫理の受容拡 大




( 1) Cf. D. Pearce et al., Blueρrint 3: Measuring sustainable develoρment ， 1993 
(2) 拙稿「環境会計と付加価値計算書一環境会計の体系化によせてJ Ií産業と経済~， 9-2/3参照。なお，









たミルン (M. ]. Milne) の見解が示唆を与えてくれるように思われ2: 前にもすこしふれた
が，彼は会計を自然(環境〉との関係で，人間中心的に利用するのか，あるいは自然中心的に
予防・保存主義を拡張するのかという観点から分類している(表 2 参照)。
表 2 ミルン(J. Milne) の「会計」の分類
主義











自然(環境〉に対しては「ないJ (no accounting for nature)。すなわち，これは従来の伝
統的な会計の立場で，自然(環境)とくに市場価格の成立しない自然の存在価値は会計の対象
とはならなかった(自然に対して， r無・否 nOJ 会計)。これに対して，拡張された自然(環
境)の保護を視点とする「拡張一予防主義J (extensionist-preservationism) においては，
会計問題は自然(環境)に対しては「問題の外」にあり (non accounting for nature)，従
来の会計とは別の捕捉形式がとられることとなる(自然に対して「非・不 nonJ 会計〉。そし
て， このような二つの視点、の中間に， 自然環境を「保存する目的J (conservationism) で
「外部経済性」を考慮・検討する会計 (accounting for externalities) と，自然環境の「持
続的維持を目的J (naturalist-preservationism) とする「サステーナピリティの会計J (acｭ





(3) Cf. M. J. Mi1ne, Sustainability, The Environment and Management Accounting, The Fourth 
IPA Conference , 1994; なお， Cf. J. Bebbington, R. Gray, I. Thomson, Accountancy and 
Sustainability: Tentative Findings on the Meaning and Implementation of Sustainability, 
The Fourth IPA Conference , 1994 


































解明しようとするもので，狭義の「アカウンタピリティ J (1会計責任J) を拡充した， 1社会的









































































































ナ夕、、の環境会計については，カナダ勅許会計土協会の次著参照。 Cf. CICA, Environmental costs 
and liabilities:・ αccounting and financial reρorting issues, 1993; 平松・谷口訳『環境会計環
境コストと環境負債』東京経済情報出版， 1995 




















































































































































つぎに， rライフ・サイクル評価J CL CA) についてみてみよう。この方式は，上述の
(1) Cf. R. M?ler = Wenk, Die Okologishe Buchhaltung, 1978 ;なお，宮崎修行訳『エコロジカル・
アカウンティング』中央経済社， 1994 参照。
































(3) ライフ・サイクル評価 (LCA) については，例えば，冨増和彦「ライフサイクル・アセスメント
と環境会計J W産業と経済.n， 9-4; 同「環境コストとライフサイクル・アセスメントJ W産業と経済.n.
10-1など参照。また，エコマテリアル研究会編『日本におけるLCA研究の現状と将来の課題.n. 1994 
をも参照。
(4) I基準道守報告書」については. R. Gray, Cor，ρorate Social Rφorting: accounting and ac・
































'¥. 1992); および拙稿「社会関連会計とアカウ γタピリティーグレイらの『企業の社会報告』についてJ
『経済学会雑誌~， 22-3/4 など参照。
(5) 例えば， 1 C 1 社の「環境報告書J などにその事例がみられる。 ICI， Environmental Performance, 






























『環境管理と監査』ダイヤモシド社， 1995や， r特集・環境監査の構図と課題J DICPA ジャーナル~，
No. 443 (1992); r特集・環境管理・監査J DICPA ジャーナル~， No. 484 (1995) など参照。
ちなみに，主要な国際的規格としては，つぎのものがある。①IS0 14000 (国際標準化機構による
「環境管理規格J; 1996年 7 月制定予定)， ( BS 7750 (イギリス規格協会による「環境管理システ












































( 3) BSOjORIGIN 社の「環境付加価値計算書」については， A. Huizing, H. C. Dekker, Helping 
to pull our Planet out of the Red: An Environmental Report of BSOjORIGIN, Accounting 






















* * * 
以上，本稿では， í環境会計」とくに環境財務会計の構築をめぐって主要な捕捉方式につい
てみ，その位置づけを「社会関連会計システム」の枠組にもとづいて行った。行論からも明ら
かなように，現在では「サステーナピリティ j (地球の持続的維持〉という観点から， íアカ
ウンタピリティ」の原点である「価値観→倫理道徳」が動き(パラダイムの変化)， そのこと
をうけて現代企業・企業会計は変容しつつある。そして，このことが「環境会計」の成立・構
築・展開の基盤であると考えられる。したがって，われわれは，このような理論的基礎をふま
えて，環境会計を構築し，その体系化をはからねばならない。環境会計の構築とサステーナピ
リティが重要視される所以である。
(4) 例えば，環境監査研究会編『環境監査入門』日本経済新聞社， 1992など参照。なお，マグロ的視点
からする「環境監査」や，経営管理領域としての「環境管理」については割愛する。すなわち，ここ
ではいわゆる「環境財務会計」がその主要な研究対象となっているので，上述の諸方式については別
の機会に論ずる予定である。
(1) 環境会計の諸理論や各国の事例などについては，前掲山上・菊谷編著『環境会計の現状と課題』な
ど参照。
(2) なお， r環境会計」の全体系については，前掲拙著『環境会計の構築一社会関連会計の新しい展開』
白桃書房， 1996 参照。
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